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松岡ゼミ・山本ゼミ対抗ディベート

2009 年 1 月 14 日

１）ケース

Ｘは、1996 年 4 月 1 日から、3 歳になる女の子Ｇを甲市内にある私立保育所Ｙに預けることにし、平日の 8 時

半から 17 時半まで、月額 3 万円の保育料でＧを預ける旨の契約をした。Ｙでは、昼食について、とくに希望し

ない者を除き、1 日 200 円で給食を提供することにしており、Ｘも、他の大半の保護者とともに、給食を受ける

旨を申し込んだ。Ｙでは、かつては独自に調理師を雇って給食を提供していたが、経費削減のため、保護者会の

了承を得て、2 年前から給食業者Ｚに給食業務を委託していた。具体的には、毎月ＺがＹの希望を聞いて献立表

を作成し、毎日Ｚがその日の食材を搬入したうえで、Ｚから派遣された調理師ＡＢＣがＹの給食室で約 100 人分

の給食を調理し、Ｙの給食担当保母Ｈの指示にしたがい、配膳をおこなっていた。

1996 年 7 月 12 日ごろから、甲市内の保育所および小学校の園児・児童の間で O-157 を原因とする多数の食中

毒患者が発生し、Ｇも同日から罹患し、1 ヶ月間入院加療したにもかかわらず、同年 8 月 12 日に HUS(溶血性尿

毒症症候群）により死亡した。

その後、この食中毒事件について政府による調査がおこなわれ、同年 9 月 26 日に発表された調査結果による

と、被害者が発生した保育所・小学校はいずれもＺから給食の提供を受けていたこと、被害者は例外なく 7 月 9

日に提供された生野菜のサラダを摂取していたことが判明した。もっとも、Ｚによる食材の保管・搬送ならびに

調理はいずれも必要な衛生基準を遵守していたため、O-157 が付着したのは、サラダの材料である野菜が生産者

ＰからＺに搬入される以前の段階であったことが強く疑われるものの、正確な原因食材ならびに感染ルートはつ

いに確定できないまま終わった。

O-157 による集団食中毒は、同年 5 月末から他府県で何度か発生していたため、甲市でも同年 6 月中旬に、学

校・保育所に対し「清潔（菌をつけない）、迅速（菌を増やさない）、加熱または冷却（菌を殺してしまう、ふ

やさない）」という注意事項を徹底するよう呼びかけていた。当時の新聞報道によると、O-157 は、とくに食肉

類からの感染が多いが、実際にどのような食物にひそんでいるかよくわからず、対策は加熱処理や手洗いの励行

等によるしかないとされていた。これを受けて、Ｙは、同年 6 月末に、Ｚに対して衛生対策に万全を期すよう申

し入れ、Ｚも調理師ＡＢＣに対し、加熱方法ならびに手洗い・消毒方法等を周知徹底していた。

以上の調査結果を受けて、Ｘは、他の被害者たちとともに、Ｚに対して損害賠償の訴えを提起しようとしたが、

その後、Ｚが、この事件の影響から経営難におちいり、2000 年 3 月 1 日になって倒産するにいたったところか

ら、2000 年 4 月 1 日に、Ｘは、Ｙに対して、Ｇの死亡による損害の賠償を求める訴えを提起した。

このＸのＹに対する請求は、認められるか。
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